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MMT現代貨幣論について、政府、中央銀行、民間、銀行の関係において、帳簿仕訳をする

とどうなりますか？例えば、政府が１００億円の公共事業を実施する場合において、各会計

の仕訳はどうなりますか？ 
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Modern Monetary Theory  MMT）は、貨幣に関する一つの経済理論です。MMTにおいて

は、国家が独自の通貨を発行する主権国家では、通貨発行に制約がないとされ、公共支出や

債務発行は通貨の発行権を持つ政府によって制御されるという視点があります。 

例として、政府が 100 億円の公共事業を実施する場合の帳簿仕訳を簡単に説明します。以下

の例では、政府、中央銀行、銀行、そして最終的な支出先である企業などの民間部門の関係

に焦点を当てます。ただし、具体的な帳簿仕訳は様々な要因により異なる場合があります。 

1. 政府の帳簿仕訳: 

• 資産 Public Infrastructure）：100 億円 

• 負債 Public Debt or Central Bank Reserve）：+100 億円 

この仕訳は、公共事業のために政府が資金を割り当て、その対応として中央銀行によって発

行された通貨 中央銀行準備金など）が政府の資産となります。 

2. 中央銀行の帳簿仕訳: 

• 資産 Government Securities）：+100 億円 

• 負債 Central Bank Reserve）：+100 億円 

中央銀行は、政府の債務を購入し、それに対応して政府に中央銀行の準備金を発行します。 

3. 銀行の帳簿仕訳: 

• 資産 Central Bank Reserve）：+100 億円 

• 負債 Deposits）：+100 億円 

銀行は、中央銀行から準備金を受け取り、それに対応して銀行内の預金を増やします。 

4. 企業などの民間部門の帳簿仕訳: 

• 資産 Infrastructure or Services Received）：+100 億円 

• 負債 Debt or Payment Obligation）：+100 億円 

民間部門は、公共事業によって提供されたサービスや資産を受け取り、対価として政府に対

する支払い義務が発生します。 

これは簡略化された例であり、実際の経済状況や制度によって異なる可能性があります。

MMTは通貨発行主権国家に焦点を当てていますが、国の財政や経済には他にも多くの要因

が影響します。 

 
You 

政府が国債発行により資金調達し、民間に事業を発注し、中央銀行⇒民間銀行を経由して、



民間事業者への支払い決済がなされる、ということですね！ 
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はい、正確です。あなたの説明は、政府が国債発行によって資金を調達し、それを使って民

間に公共事業を発注し、中央銀行と民間銀行を介して民間事業者への支払いが行われる一

連の流れを指しています。 

以下は、この流れの概要です： 

1. 政府のアクション: 

• 政府は国債を発行して資金を調達します。 

• 国債の発行により、政府は資金を得る代わりに将来的な債務を負います。 

2. 民間事業への発注: 

• 政府は調達した資金を使って、公共事業やサービスの発注を民間事業者に対

して行います。 

3. 中央銀行と民間銀行の関与: 

• 政府が国債を発行すると、これを中央銀行が購入することが一般的です。こ

れにより、中央銀行の資産が増加します。 

• 中央銀行は、民間銀行に対して政府証券や中央銀行準備金などを通じた資金

供給を行います。 

4. 民間事業者への支払い: 

• 民間事業者が公共事業を提供すると、政府はこれに対して支払いを行います。 

• この支払いは、中央銀行の資産や民間銀行の預金を介して行われます。 

この流れでは、政府が国債を通じて資金を調達し、それを通じて経済に資金を供給する一方

で、中央銀行と民間銀行がそのプロセスをサポートしています。また、このプロセスを通じ

て通貨が流通し、経済活動が促進されるとされています。 
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しかしながら、この 30 年、我国は、景気低迷が続き一向に景気回復、経済成長へ発展でき

ません。デフレ下の政府の経済政策に誤りが生じているのではないか？2％のおだやかなイ

ンフレ志向が議論されますが、今後の展望、政策について、ご教示願いたい。 
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景気低迷が続き、経済成長が達成できない場合、その原因は複雑であり、多くの要因が影響

しています。以下は、一般的な視点からの可能性のある要因と、その対策についての一般的

なアプローチです。ただし、具体的な国や状況によって異なるため、具体的な分析が必要で

す。 

可能性のある要因: 

1. デフレーションと経済政策: 



• デフレーションが続くと、企業や個人は将来の価格の下落を予測し、支出を

控える可能性があります。これが景気低迷を引き起こすことがあります。 

• 政府がデフレ対策として適切な経済政策をとることが重要です。金融緩和や

財政政策の活用などが含まれます。 

2. 投資不足と構造的課題: 

• 企業が投資を控える場合、生産性の向上や経済成長が妨げられることがあり

ます。これは構造的な課題に起因することがあります。 

• 政府は投資環境の改善や構造改革を進め、企業の投資意欲を高める努力が必

要です。 

3. 財政政策の効果の限界: 

• 財政政策が十分に効果を発揮しない場合、政府は適切な政策ミックスを見直

す必要があります。これには金融政策や構造改革の組み合わせが含まれます。 

 

対策の一般的なアプローチ: 

1. 金融政策の活用: 

• 中央銀行は金融政策を通じて景気の estoration やインフレーションの促進

を試みることがあります。低金利政策や異次元の金融政策手段の活用が考え

られます。 

2. 財政政策の調整: 

• 政府は適切な財政政策を検討し、景気刺激策を実施することがあります。特

に、公共投資の増加や減税などが含まれます。 

3. 構造改革: 

• 経済構造の問題がある場合、政府は構造改革を進め、投資環境や市場の競争

力を向上させる必要があります。 

4. 国際協力: 

• 国際的な状況も考慮に入れ、貿易政策や国際協力を通じて経済を活性化する

取り組みが必要です。 

最適なアプローチは、具体的な国や状況に依存します。状況を継続的にモニタリングし、適

切な政策を継続的に検討・調整することが必要です。また、経済専門家や政策立案者の協力

も重要です。 

 


